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はじめに

介護者への支援は、要介護者に直接に給付されるサービスや手当とは相対的に区別される政策

として、イギリスに独自の産物であり、いささかの普遍的な性格も持ち得ないのであろうか。本

稿は、この問いに答えるために書き上げたものである。

1.介護者への支援と日本の研究動向

日本における介護保険の制度化に当たってドイツの介護手当の是非が論点のひとつに登場した

ことは、記憶に新しい。しかし、手当の日本への導入は、女性団体の強い反対もあって見送られ

る。また、介護手当の是非に関心が注がれる余り、 ドイツはもとより欧米諸国における介護者支

援の全体像が紹介され検討に付されることも、残念ながらなかった。

そうした調査研究の特徴は、ひとり介護保険を巡る議論に止まらない。諸外国の社会保障と社

会福祉に関する日本の研究は、実に旺盛であり、教えられる内容も少なくない。しかし、諸外国

における要介護者への支援について包括的な調査と検討を加えこそすれ、これらの政策と軌を一

に編成される介護者への支援をその視野から意識的に、あるいは無意識のうちに放追する。ここ

に言う無意識にとは、介護者への体系的な支援が日本には存在しないからである。そうした日本

の現実が外国研究の課題設定に当たって、知らず知らずのうちに投影される。結果として、諸外

国の政策体系の不可欠の一環として編成される諸手段を調査研究の視野から放り出すのである。

これは、日本を代表する研究者によって編集された集団労作の目次を見るだけでもよい。そこ

に示される章別編成を一覧するならば、容易に理解されよう。あるいは、それらの膨大な業績の

巻末に付された用語索引に目を通すだけでもよい。介護者とその支援に関する用語をそこに見出

すことは、難しい。

介護保険の導入に際しての議論は、精力的におこなわれてきたはずの外国研究がそうした現状

にあるだけに、社会保険の国として良く知られるドイツー国を対象に、介護者支援の体系の象徴

的であるとはいえ、そのごく一部に止まる介護手当とその是非に絞られぎるを得なかった、と評

することもできよう。

世界保健機構 (Wond He」 th Organization,WHO)は、家族介護者の用語を用いた上で、その
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ニーズを考慮に入れこれに対応する政策をロングタームケア政策の一環に組み入れなければなら

ない、と指摘する(1)。 要介護高齢者や障害者を直接の対象にする政策とは相対的に区別され、介

護者を対象にする政策の提唱である。無償の介護は、介護者に身体的かつ精神的な損害を与える

ことはもとより、経済的な費用の負担をも迫ることから、これらに対する政策的な介入なしに無

償の介護は継続されえないであろう、との判断がかかる提唱の背景に存在する。そこに用意され

る政策手段は、教育と訓練、カウンセリングなどのサービスをはじめレスパイトケアによる休息

と休暇の保障、介護休暇などの制度化による仕事と介護との両立、介護に従事する期間の積極的

な考慮による介護者の老齢年金受給権の保護及び介護者への所得保障としての介護者手当の制度

化、これらの5つ に及ぶ。介護者への支援は、介護者の「生活の質」を担保することはもとより、

そのことを通して要介護者の「生活の質」にも積極的な効果を持つ、と指摘する。世界保健機構

は、これらの提唱をさまざまな機会を捉えて繰り返す(2L介護者への支援は、優先的に取り組む

に値する政策課題であると理解するからに他ならない。

介護者憲章草案は、イギリスを含むヨーロッパ23カ 国の介護者の状態と政策動向に関する丹念

な検討を経て、2006年に公表される(3)。 草案は、フインランドをはじめとする5カ国 (ドイツ、

オランダ、イギリス、アイルランド)に既に存在する介護者憲章のヨーロッパ版とも言うことが

できる。この草案は、9項目から構成される。

(1)介護者は、コミュニテイケアにおいて中心的な役割を担うことから、その役割が承認されな

ければならない。(2)介護者は、情報の容易な入手をはじめ助言および訓練の機会に簡便に参加す

ることができなければならない。(3)介護者は、介護者化と介護負担の程度について自由に選び取

る権利を持たなければならない。(4)介護者は、介護者としての役割を担うために経済的にはもと

より実際的かつ情緒的な援助を必要にする。(5)介護者は、介護から離れる機会を必要にする。こ

のために、介護者と要介護者に相応しく、両者に歓迎されるレスパイトケアの利用が必要である。

(6)介護者は、その健康を維持するために医療保障の権利を持つ。(7)介護者は、社会に参加して社

会的なネットワークを結ぶ権利を持たなければならない。(8)介護者は、介護と仕事との両立を自

発的に選択する権利を持つ。(9)介護者は、老齢年金や労働災害などの社会保障に関わる諸権利を

保障され、これによって介護に伴う社会的な排除の危険を抱え込まないようにしなければならな

い。

世界保健機構の提唱はもとよリヨーロッパのレベルにおける介護者憲章草案の策定も、各地に

おける介護者への支援の現状を正当に踏まえた検討の所産である。介護者への支援は、してみる

ともっぱらイギリスに限られる営みと評するわけにいかないのであって、国際的な広がりを持つ

といわなければならない。

以下においては、アメリカをはじめとする7カ 国 (オーストラリア、 ドイツ、フランス、フィ
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ンランド、スウェーデン、デンマーク)について順を追いながら取り上げる。視野に収める国々

がやや多いのではないか、と危惧をする向きもあるのではないかと推測される。しかし、福祉国

家類型論の成果と今日まで続くその国際的な反響を念頭に措くならば、類型を異にする国々を等

しく取り扱わなければなるまい。

介護者への支援は、以下の検討を一瞥するならば福祉国家の諸類型のいかんに関わりなく共通

に採用されており、その目的と政策手段にも類似性を伴いながら形成され展開される、と理解す

ることができよう。イギリスの介護者支援は、7カ 国におけるそれと比較するならばやや早い時

期に形成され、この国において先駆的に試みられた施策が、その後他の国々にも採用され定着す

る例も確かめられる。同時に、介護者が地方自治体の職員として採用され要介護者の日常生活上

の世話に当たるという北欧諸国に広く見られる制度は、イギリスに存在しない。そうした制度の

導入に関する提案さえも、イギリスにそもそも確認されない。イギリスの介護者は、北欧諸国に

較べるならば要介護者を直接の対象にするサービス給付の水準とも相倹つて、相対的に重い負担

を抱えることになる。そうした負担の経済的な評価は、北欧諸国に較べるならば依然として大き

な課題である。同じ事情は、イギリスにおける介護者数の多さとしても現れる。

2.アメリカとオーストラリア

無償の介護者 (infOrmal caregiver)は 、いまひとつの用語である家族介護者 (family

caregiver)と 共にアメリカにおいて広く使用される。このうち前者は、要介護者と同居もしく

は別居をしながらフルタイムあるいはパートタイムでその世話に無償で携わる人をいう。要介護

者の家族はもとより友人や隣人から構成される。この構成は、家族介護者と表現する場合にも同

じように当てはまる。家族介護者の表現は、そこに家族以外の人を含むことからして実態との乖

離を伴うにもかかわらず広く使用される。

これらの2つの用語は、専門職もしくは準専門職からなる有償の介護者 (formal caregiver)

と対比しながら用いられる。家族介護者は、高齢者の自立に関する2006年連邦法 (Senior

independence act of 2006)に よれば、以下のような定義が加えられる。「家族介護者という用語

は、高齢者をはじめアルッハイマー病もしくは神経および脳の機能障害を患う個人に対して地域

において無償の世話を提供する成人の家族構成員あるいは他の個人を意味する」(4)。 家族介護者

は、見られるように要介護者の家族に狭く限定されない。この限りにおいて介護者に関するイギ

リスの定義といささかの相違もない。しかし、介護の担い手を成人に狭く限定することによって、

介護に関わる児童を事実上定義から排除することは、イギリスとの無視するわけにいかない違い

である。介護を担う児童の存在がイギリスの調査研究にも促されてアメリカにおいても確認され

ることは、いうまでもない。
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介護者は、推計によれ|ル0歳以上人口 (2億2,146万9,000人)の 20.1%に当たる4,440万人であ

る (2000年 )。 イギリスの介護者に較べると、実数はもとより比率も目立って高い。このうちの

890万人は、認知症を患う50歳以上の要介護者の世話に当たる人々である(5)。 性別には、男性の

介護者の増加が認められるものの、主力は依然として女性である。年齢階層別には、35-64歳層

が多い。20歳以上の要介護者の世話に当たる人々の平均年齢は、43歳である。これを50歳以上の

要介護者の世話に当たる人々に絞るならば、やや上昇して47歳である。多くの介護者は仕事に就

いている。50-64歳層の介護者に即していえば、その半数以上は就業者である (フルタイム48%、

パートタイム11%、 計59%、 他に老齢退職16%な ど)。 介護者の半数近くは、週 8時間未満を介

護に当てる。他方、5人中1人近くの介護者は、週40時間以上にわたって要介護者の世話を担う。

介護者は、平均すると4年 3ヶ 月の期間について介護者であり続ける (2003年 )。 介護者の多く

は、要介護者の住居と20分以内の距離に暮らす (42%)。 要介護者と同居をする介護者は少ない

(24%)。 これら以外の介護者は、要介護者の住居と1時間以内 (19%)も しくは 1時間以上

(15%)の距離に住居を構え、要介護者のもとに通いながら責任を担う。遠距離介護を担う介護

者は、実数にして510万人から700万人に上ると推計される。

介護者の担うサービスを有償のサービスに置き換えると仮定をするならば、2,570億 ドルの費

用が新たに発生する計算である (2000年、1,960億 ドル、97年、3,060億 ドル、2004年 )。 この経済

的な価値は、在宅介護サービスの費用 (320億 ドル)と ナーシングホームに投じられるそれ (920

億 ドル)の合計 (1,240億 ドル)の 2倍を優に超す。自宅においてロングタームケアを受ける

人々のおよそ5人中4人が、有償のサービスを受けずに専ら介護者からの無償のサービスを支え

に暮らしを営む、と指摘されて久しい (78%、 他に無償の介護と有償のサービスの組み合わせ、

14%、 有償のサービスのみ、8%)。 これは、介護者の担うサービスの経済的な価値に関する先

の計数からも容易に推察される。これには代償を伴う。介護者は、要介護者の世話に当たる結果

として賃金所得の損失 (56万 6,433ドル)を含むかなりの所得総額 (65万 9,139ド ル)を生涯にわ

たつて失うことになる (2004年 )。 介護責任が就業の機会を制限し、巡りめぐって年金所得にも

負の影響を及ぼすからである。

これとは別に遠距離介護を担う介護者は、交通費に限っても月額392ドルの支出を余儀なくさ

れる。平均的な介護期間 (4年 3ヶ 月)と あわせて考えるならば、遠距離介護に伴う交通費の総

額は、23万9,904ドルにのぼる。

ナーシングホームに入居する費用は、信じがたい程に高い。個室の平均的な費用は、 1日 当た

り206ドル、年間7万 5,190ドルを要する (2006年 )。 ナーシングホームに替えて自宅における生

活を選び取るならば、必要な生活費はおのずと低下する。しかし、別の生活条件を必要にする。

すなわち、要介護者の自宅における暮らしは、介護者の存在とその献身的なサービスなしに見通
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すわけにいかない。介護者への支援が政策課題として登場する理由も、ここにある。

介護、すなわち家族に関わる事柄は、あまりに私的なことがらであると考えられ、政策の対象

として拾い上げられることは、長い間存在しなかった。しかし、介護者への支援は、ごく限られ

た少数の州に限つていえば一定の実績を記録する。他の諸州においては新しい事業の部類に属す

る。最も長い実績を持つ介護者支援事業は、1975年に開始のワシントン州 (Washington)と 翌

76年に着手されたカリフォルニア州 (Califomia)の それである(6)。 その後、アイオア州 (Iowa,

76年)を はじめイリノイ州 (11linois,79年 )、 ニユーヨーク州 (New York,79年 )、 フロリダ州

(Florida,81年 )、 ウイスコンシン州 (Wisconsin,81年 )、 ミシガン州 (Michigan,82年 )、 ノース

ダコタ州 (North Dakota,83年 )、 オハイオ州 (Ohio,86年 )、 ニュージヤージー州 (New JerSey,

87年 )、 ペンシルヴェニア州 (Pennsylvania,87年 )、 ヴァージニア州 (Virginia,88年 )な ど、80

年代までに限ると51州の4分の1をやや上まわる (25.5%)13の 州に広がりをみせる。その後、

介護者への支援は、少なくない州政府にとって優先課題のひとつに位置付けられる。支援を通し

て介護者の負担を些かなりとも緩和するならば、介護者は、その役割を担い続けることができる

と考えるからである。

介護者支援事業は、州政府の政策課題と財源に応じて多様な内容のもとに展開される。レスパ

イトケアは、そうした中にあつて最もよく見られるサービスである。利用の基準は、一般に要介

護者と介護者の年齢をはじめ要介護者の疾病や障害の程度及び所得などを元に判断される。ある

事業は高齢者の世話に当たる介護者を、他の事業は要介護者の年齢に関わりなく、対象をそれぞ

れに定めながら展開される。多くの事業は3つの部類の介護者、すなわち、機能障害の要介護者

の世話に当たる人々をはじめアルツハイマー疾患などの認知障害を抱える要介護者を看る人々、

および発達障害児 (者)の援助に当たる人々、これらを対象にする。また、低所得階層に属する

介護者を対象にする事業もある。貧困基準を算定すると共に、この基準以下の生活を営む貧困階

層を連邦政府として年毎に算出するアメリカならではの政策対象の確定である。

全国家族介護者支援事業 (Nationd Family Caregiver Support Program,NFCSP)は 、高齢の

アメリカ人に関する2000年修正法 (01der Amedcans Act Amendments of 2000,1965年連邦法の

修正法)の所産である。介護者を直接の対象にする事業を連邦政府として初めて認知したことの

法的な表現である。そこには、いくつかの考えが込められる。すなわち、この国のロングターム

ケアは、介護者とそのサービスに多くを依存し、これによって地域における高齢者の自立した生

活がようやくにして可能である。介護者の負荷は、身体的にはもとより精神的及び経済的にも大

きい。支援事業によつて介護者の様々な負担を軽くするならば、現在はもとより将来にわたる介

護者の就業状態の改善を通してその稼得能力を高めることはもとより、要介護者にとつて経済的

に割高であるばかりか、その意に染まないナーシングホームなどへの入居を防止したり、あるい
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は遅らせたりすることができる。

全国家族介護者支援事業は、 5つの基本的なサービスから構成される(7)。 第1に、要介護者と

介護者の双方もしくはいずれか一方を対象にする各種のサービス情報を介護者に提供することで

ある。第2に、各種のサービスを利用することが可能なように介護者をサポートすることである。

第3に、介護者がその役割に関する決定を自主的に行い、関係する諸問題に向き合うことが出来

るようにカウンセリングや訓練の機会を用意することである。第4に、レスパイトケアの機会を

提供して介護者がその責任から一時的に離れて自分の時間を持つことを可能にすることである。

最後に、緊急応答システムや住居の改造などのサービスを提供して介護者の担う役割を補い軽減

することである。

これによって州政府は、従来からの州の一般財源とメディケイド (Medicaid)に止まらず、

連邦政府からの助成金を新たな拠り所に介護者支援事業を展開することができる。州政府の中に

は、介護者に関する法律を制定したところもある。カリフォルニア州をはじめとする19州の経験

である(8)(他にコロラド州、Colorado, コネチカット州、Comecticut,デ ラウエア州、Delaware

フロリダ州、Flo五da,ハ ワイ州、Hawail,イ リノイ州、■linois,ア イオア州、Iowa,ル イジア

ナ州、Louisiana,マ イン州、Maine,メ リーランド州、Maryland,ミ シガン州、ミネソタ州、

Minnesota,モ ンタナ州、Montana,ネ ブラスカ州、Nebraska,ニューハンプシャー州、New

H錮叩shiК,オ クラホマ州、Oklahoma,ヴ ァージニア州、Ⅵrginia,ワ シントン州)。

介護者支援のために州政府の用意するサービスは、全国家族介護者支援事業を前後してやや拡

充される傾向にある (表 1)。 サービスは、介護者を直接の対象にするそれに限つても実数にし

ておよそ44万人 (2002年)から60万人 (2005年)に届けられる(9)。 しかし、財源の不足からサー

ビスの提供に滞りがみられることも半数の州政府の直面する課題である (50%)。 また、レスパ

イトケアの機会に乏しく、これが介護者の抱えるニーズの不充足をもたらしていると指摘する州

政府の担当者も少なくない (47%、 2003年 )l101。

これらが、受給者の伸びを制約するのに対して、地域格差の問題もある。サービスを受けた介

護者の比率が、州によって大きく異なることである。受給者比率は、カンサス州 (Kansas)な

どの3つの州 (他にネブラスカ州、ネバダ州,Nevada)において州内の介護者総数の10%を超

す (順にn.8%、 12.0%、 17.4%)の に対して、 1桁さえも割り込む州は10州を記録する (ア ラ

バマ州、Alぬama,0.8%、 ジョージア州、Georgia,0.2%、 インデイアナ州、Indiana,0。 3%、

ニュージャージー州、0。9%、 ニューメキシコ州、New Mexico,0.6%、 オハイオ州、Ohio,

0。7%、 オレゴン州、Oregon,0.6%、 ロードアイランド州、Rhode lsland,0.5%、 サウスダコタ

州、South Dakota,0.5%、 テネシー州、Tennesse,0.8%、 2002年 )CD。

全国家族介護者支援事業は、連邦議会に提出された報告書0に よればサービスを受けた介護者
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表 1 州の拠出によつて提供される介護者支援サービスの種類別推移

(単位 ;%)

1999笙F 2003年

レスパイトケア

情報と助言

教育訓練

ケアマネジメント

サポートグループ

介護者アセスメント

住宅の改造など

緊急時の応答システム

カウンセリング

法的財政的問題の相談

移送サービス

家族の会合

その他

９‐

％

”

５８

５８

２

５．

２７

４２

２．

９５

６９

６２

５８

４８

５８

弘

５２

３２

４

２６

‐５

(資料)助 Jriss Feinberg and Ta―yL.Pnisuk,swey of flftheen states'
careglver support programs:final report,Family Careg市 er Alliance,

1999,p.21,珈 Friss Feinberg and als,The State of the states in family

careg市 er support:a50-state study,Family Caregiver Alliance,2004,

p27よ り作成。

(注)(1)空欄は不明である。

(2)99年 と2003年の調査対象は必ずしも同じではない。

の半数以上 (52%、 2004年)に よつて好意的に評価されると共に、そうした介護者の存在によつ

て高齢者の施設への入所を防いだり遅らせたりする効果も上げている、と事業の展開に即した評

価が加えられる。

家族と医療休暇に関する93年法 (Family and medicalleave act of 1993)は 、就業状態にある介

護者の援助を目的にする最初の連邦法である。病気を患う配偶者をはじめ子どもならびに両親の

介護のために年間12週の無給休暇が、これによつて認められる。93年法は、家族と医療休暇の拡

充に関する2003年法 (Fmily and medical leave enhancement act of 2003)と して10年後に拡充

される。休暇は、これによつて事実婚のパートナーをはじめ義父母、兄弟姉妹あるいは祖父母の

介護に当たつても申請することができる。家族形態の多様化や高齢化の一段の進展に促されて、

これらを肯定的に追認する改正である。申請は、50人以上規模の企業において年間に少なくとも

1,250時間以上にわたつて働く労働者に認められる。

いくつかの州では、93年以降に連邦法よりも進んだ内容の法律を制定する。たとえばカリフォ

ルニア州においては、有給の家族休暇に関する法律を2002年に制定する。無給から有給の家族休
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暇への変更は、アメリカで最初の経験である。仕事に就く介護者は、年間6週間の休暇を取得す

ることができる。この期間に週728ドルを上限に賃金の55-60%に相当する補償手当を手にする

(2004年 7月以降)。 この手当は、州の管理する障害保険から拠出される。

介護者に対するサービスの給付に代わって現金を支払う制度は、少なくとも連邦政府のレベル

に関する限り存在しない。全国家族介護者支援事業にそれとして用意されていないからである。

イギリスとの違いのひとつである。連邦政府は、州政府による独自の規定がなされるならばそう

した制度も可能であるl131と して、州政府による独自の制度化自体を排除しない。

レスパイトケアなどに要する費用を租税控除の一部として認めたことは、アメリカの国らしい

政策の選択である。保育費用の租税控除制度は、労働力の女性化に促されてこの国において早く

から制度化されてきた。これの介護者版とでもいうべき制度である。市場におけるサービスの購

入を介護者の判断に委ねた上で、これを租税控除制度で促すことになる。家族介護者の援助に関

する2003年法 (Family careglver relief act Of 2003)は 、年間5,000ドルを上限に税額の控除を認

めるl141。 また、ロングタームケアと老齢退職の安全に関する2003年法 (Long―term care and

retirement secu五 ty act of 2003)は、介護者を対象に年間3,000ド ルの税額控除を多様な規定のひ

とつとして認める。

オーストラリアは、ケアラーの用語を新しく作り出した国である。世界で最初の介護者団体

(Carers Association)の形成をみた国でもある。いずれも1975年のことであるl151。 ちなみにイギ

リスにおいてケアラーの用語が使われ始めるのは、1980年代に入ってからであり、介護者団体

(AssOciation of Carers)も 、オーストラリアより6年後の81年に形成されるl161。

オーストラリア統計局 (Australia Bureau of Statistics)は 、介護者に関する最初の調査を93

年に実施するに当たって、以下のような定義を与える。「介護者は、障害者もしくは60歳以上高

齢者の移動や会話など日常生活上の援助を無償でおこなう個人である」l171。 この定義は、介護者

の年齢階層を成人に限定しないことに照らすならばイギリスのそれと同じであり、アメリカとは

異なる。また、要介護者を高齢者に狭く限定することなく障害者を含めて広くて定義付けながら

介護者の範囲を定めることでは、ィギリスとアメリカ両国におけるそれと同じであり、日本にお

いて広く受け入れられる考え方とは明らかに異なる。これらの特徴は、政府による最近の定義、

すなわち「介護者は、他の人の介護をしばしば継続的に、介護者手当などを除くならば無償の下

におこなう家族構成員をはじめ友人あるいは隣人などである」l181に も、基本的に継承される。

介護者は、統計局による最初の調査に従えば159万9,100人と推計される(93年 )09。 これには、

いうまでもなく無償の保育サービスを担う人々を含まない。この計数は、およそ20%に相当する

家族が介護者をその一員に擁すると言い換えてもよい。lo年後の2003年に行われた調査は、総人

口の12.9%に相当する255万7,000人の介護者を明らかにする。介護者の比率は、イギリスのそれ
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に類似する。介護者のうち47万4,600人は主な介護者である。女性は全ての介護者の半数以上

(54。 1%)、 主な介護者の4人中3人近く (71.3%)を 占める。これは、言い換えるならば女性が

負担の重い介護を傾斜的に担うことを示す。女性の比率は、いずれの場合も10年前に較べて低下

するとはいえ、依然として主力を占めることに変わりはない。

介護者の多くは、18歳以上64歳以下の生産年齢人口に属する (75.6%、 他に18歳未満6.6%、 65

歳以上17.7%)。 介護者の主力が生産年齢人口に属するとはいえ、その労働力率はおのずから低

い。18歳以上64歳以下の労働力率は、介護責任を負わない場合 (77.6%)に較べると明らかに低

い (67.0%)。 主な介護者の労働力率は、介護責任の重さから一段と低い (50.0%)。 介護者が労

働市場に登場する場合にも、介護の影響は認められる。フルタイムの職業に就く介護者は、介護

責任を負わない人々に較べると相対的に少なく (58。9%、 67.3%)、 他方、パートタイム比率は一

転して高い (35.2%、 27.3%、 他に失業者の比率、5.9%、 5.4%)。 これは、主な介護者になると

一段と明瞭である。フルタイム比率がさらに低下の傾向 (44.2%)を示すと共に、代わつてパー

トタイム比率の上昇 (52.7%)が確認される (他に失業者の比率、3.2%)。 いずれも介護者負担

の重さの結果である。

結果として現れるのは、賃金や事業収入を主な所得源泉にする介護者の減少である (表 2)。

これは、年金や介護者手当を主な所得源にする介護者の多さとも相侯つて、介護者における平均

所得の低さと言い換えてもよい。

要介護者と同居をしながらその世話に当たる介護者 (62%)は、アメリカに較べると多いとは

いえ、日本 (86%)よ りは少ない (いずれも95年 )10。 家族関係のあり様における相違の一形態

である。

この国の介護者は、推計に拠れば年間12億時間を介護に当てる (2005年 )。 これは、おのおの

表2 15-64歳層介護者の主な所得源泉 (2003年 )

(資料)Australian Bllreau of Statistics,Smey of Ageing,disability and carers,ABS,2003,Carers

Australia,Pre― budget 2006-07 submission,Carers Australia,2005,p.8よ り借用。

(単位 ;%)

主な介護者 他の介護者 介護者以外の者

賃金

個人事業所得

老齢年金や介護者手当

他

不明

33。 9

5.6

47。 1

5.9

7.6

52。4

6.3

27.2

5.8

8.3

59.5

7.9

16.3

4.9

11.3

計 100。0 100.0 100。0
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の介護者が週平均 9時間あるいは年間470時間を介護に当てる計算である。これを有償のサービ

スに置き換えようとすれば少なくとも300億5,000ド ルの支出を必要にする120。 これは、国民総生

産の3.5%に相当する金額である。介護者の経済的な価値は、この計数が語るように著しく大き

い 。

介護責任とその大きさは、稼働能力の低下を伴うことから機会費用を発生させる。これは、主

な介護者の34億3,700万 ドルを含む総A48億 7,580万 ドルである (2005年 )。

政府が介護者のニーズを認め、これを独自の政策対象グループ、すなわち、クライアントとし

て認知するのは、85年に開始され今日も予算規模を拡大しながら続く在宅・コミュニテイーケア

事業 (Home and cOrrunllnlty Care Program,HCCP)を通してである。この事業は、高齢者と障

害者が自宅においてより長く生活することができるように援助することを目的にする。要介護者

の地域における生活は、介護者による無償のサービスを伴う。介護者への支援は、このために要

介護者を直接の対象にする在宅サービスとならんで事業の一環を構成する。その後、97年には介

護者アクションプランが連邦政府によって策定され、介護者支援の拠り所になる。

最も良く知られるサービスは、156ケ 所に配置された連邦介護者レスパイトセンター

(Commonwealth Carers Respite Centre)を 含む450ケ 所を拠点におこなわれるレスパイトケアで

ある (2006年 )。 介護者のための全国レスパイト事業 (National Respite for Carers Program,

NRCP)な どとして実施される。介護者に休息の機会を提供することが、目的である。週40時間

を超えて要介護者の世話に当たる介護者が、サービスの主な受給者である。このサービスを受け

た介護者は、 8万9,000人 を記録する (全国レスパイト事業 5万6,000人、その他 3万3,000人、

20m年 )221。 これは、主な介護者のおよそ5人中2人に相当する (18。8%)。 介護時間が長いだけ

にレスパイトケアの効果を認めた上で、利用機会の一層の拡充を希望する介護者は、少なくな

い。

全国介護者カウンセリング事業 (National Carer Counselling Prograln,NCCP)は 、専門的な

職業資格を持つカウンセラーによるサービスなどの提供を目的に2003年からおこなわれる。この

事業は、全国9ケ所の連邦介護者センター (COmmOnwealth Carer Resollrce Centre,CCRC)を

拠点に実施される。カウンセリングの対象は、認知症の高齢者や終末期の緩和ケアを受ける要介

護者の世話に当たるなど、総じて介護責任が重く介護に費やす時間も長い介護者である。これら

の介護者は、要介護者と同居しながらその世話に当たることを要件のひとつにする。カウンセリ

ングは、精神的なストレスとその自己管理をはじめ問題解決の実際的な技法、要介護者の死別に

伴う喪失感への対応などに焦点を当てながらおこなわれる。

連邦介護者センターは、カウンセリングに止まらず介護者への情報と相談の拠点でもある。在

宅サービスはもとより住居の改造と与薬の管理、財産管理などの法的な問題及び介護者手当など
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介護者の直面する多様な問題について情報を提供し、相談の機会を用意する。センターは、各州

及び準州の介護者団体に委ねられ運営される。介護者の相互援助グループ (Carer support

Group,CSG)は、規模の大きなグループに絞っても600を超え、センターと連携を図りながら運

営される。センターの発する情報のうち少なくとも印刷物によるそれは、民族と文化の多様性を

考慮に入れて21の言語をもって提供される。情報の提供に関しては、イギリスにおいても同様の

反省がなされ改善が加えられた経緯がある。オーストラリアに独自なことは、使用される言語数

の著しい多さである。

職場の諸関係に関する96年連邦法 (Workplace relations act of 1996)は、家族の介護を目的に

年間 5日 の体暇について認める。これは、介護者団体の要求に沿う制度である。しかし、介護者

の無給の長期休暇に関する要求は、短期の休暇についての要求と同じ94年 9月 に掲げられ提出さ

れたにもかかわらず、今日まで日の目をみていない。

在宅介護者手当 (Domiciliary Nursing CaК  Beneit,DNCB)は、ナーシングホームにおける

介護のレベルを要すると認定された高齢者もしくは他の障害者の世話に当たる者に対する経済援

助を目的に、73年に制度化される。この手当は、児童障害手当 (Child Disability A1lowance,

CDA)と統合されて、その名称を介護者手当 (Carer A1lowance)に変更される。99年 7月 1日

以降のことである。この手当は、介護者を対象にする所得保障制度のひとつである。これは非課

税であり、ミーンズテストの対象でもない。しかし、受給の適格性は、要介護者のニーズに関す

るアセスメントに従つて判断される。手当の額は2週当たり92。40ドルである (2005年 )。 受給者

は、34万0005人である (2004年 )0。

いまひとつの所得保障もある。介護者報酬 (Carer Pttment)は 、介護責任を負うことから相

当程度の有償労働に従事することができず、老齢年金 (蛯e Pension)な どの他の所得保障の資

格を持たない人に支払われる制度である。介護に伴う稼得能力の低下に注意を払つた制度である。

これは、介護者年金 (Carer Pension)と して83年に制度化される。97年に現在の名称に変更さ

れる。名称の変更までは、もっぱら男性に限つて支給され続けてきたが、この要件は、介護者団

体の要求に沿いながら97年に廃止される。既婚女性を給付の対象から除外をしたことから、その

後ヨーロッパ司法裁判所の判例に促されて支給対象を既婚女性にも広げることになるイギリスの

事例にやや類似する経過を、ここに確かめることができる。介護者手当と異なリミーンズテスト

の対象である。手当の額は、2週当たり476。 30ドル (単身者)から397.70ド ル (夫婦それぞれに)

である (2005年 )。 受給者は、9万 5,446人である (2004年、7万 1,210人、2002年 )241。

2つの手当の併給は可能である。手当受給者の5人に1人は、介護者手当と介護者報酬の双方

を受給する (20。1%、 他に介護者手当のみ73.5%、 介護者報酬のみ6。4%、 2004年 )。
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3ロ ドイツとフランス

介護者に関するドイッの統計情報は、イギリスほどには充実していない。介護者に関する計数

は、介護保険統計を利用して把握する以外にこれといった方法はない。

介護保険の認定に沿って在宅サービスを受ける要介護者は、137万人である。これに関わつて

およそ120万人が主な介護者であり、介護を要する人々の世話に当たる (2003年 )251。 介護者に関

する計数は、見られるように介護保険の認定に関わる在宅サービスの受給者の世話に当たる人々

に限られる。介護者はこれ以外にも存在すると考えられる。しかし、その計数把握は困難である。

介護者の数は、介護保険の導入以降に僅かながら増える傾向にある。その主な要因は、施設にお

けるサービスを受けることなく自宅に暮らす人々の増加である。

主な介護者の3人に1人は、年齢階層別に65歳以上であり (65歳以上79歳以下26%、 80歳以上

7%、 計33%)、 要介護者と同じ世代に属する。半数以上は、40歳以上64歳以下である (40歳以

上54歳以下27%、 55歳以上64歳以下27%)。 39歳以下の介護者は僅かである (11%)。 介護者は、

性別に女性を主力にする (73%、 男性27%)。 女性への傾斜は、夫婦の介護関係にも現れる665

歳以上79歳以下の年齢階層に属する男性要介護者の39%は、その妻から介護を受けるのに対して、

同じ年齢階層に属する女性要介護者の22%だけが、彼女の夫による世話を受ける
`主
な介護者の

およそ3人に2人は、一日中介護に拘束される (64%)。 同じくおよそ4人に1人は 1日 当り数

時間 (26%)、 およそ10人に1人は週に数時間を介護に当てる (他に時々2%)。 この結果として

全ての介護者の4人中3人は、夜間に1回以上睡眠を中断することになる (76%)。

生活時間の一部を介護に割かれることから、生産年齢人口に属する介護者といえどもその労働

力率は低い。結果として高い非労働力化率が確認される。非労働力化は、介護に費やす時間に比

例する。介護時間が長くなるにつれて非労働力化の度合いも高くなる。労働市場に登場する場合

でも、週30時間に満たないパートタイム比率が相対的に高い。これも介護に費やす時間に拘束さ

れた結果である。介護者の居る世帯の所得は、労働力率の低さと就業形態の多様化の結果として

平均的な所得水準よりも低い。介護に費やす時間の長さは、生活時間における仕事時間とその長

さを左右するばかりではない。それは、自由時間にも影響を及ぼす。介護者、とりわけ一日中介

護に拘束される介護者が屋外の社会活動に加わる機会は、稀である。

介護の役割を引き受けることは、介護者が要介護者と同じ屋根の下に暮らすことを必ずしも意

味しない。介護者が要介護者と同居する例は、介護者の3人中2人をやや下まわる (62%)。 こ

れ以外は、要介護者のごく近くに住む (8%)、 10分未満の距離に暮らす (14%)、 10分以上離れ

た住居に暮らす (8%)な どである (その他8%)。 要介護者との同居率は、アメリカやオース
トラリアなどに較べると格段に高いとはいえ、日本よりも判然と低い。

ドイツは、社会保険の国としてよく知られる。介護保険は、医療と労働災害、失業と老齢年金
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に関する制度に続いて1995年に導入された5番目の社会保険制度である。介護者への支援は、こ

の介護保険制度を通して提供される。言い換えるならば介護者による支援の利用は、介護を受け

る高齢者や障害者の保険資格に完全に左右される。ドイツの介護者は、いかなる現物もしくは現

金給付といえども自らの権利としてその資格を有するわけではない。この限りにおいてイギリス

の介護者に認められるアセスメント請求権のような権利は、持たない。しかし、これは、ドイツ

における介護者への支援が貧弱であることを意味しない。以下に述べるようにイギリスと同じよ

うに積極的な諸側面の存在することも、認められる。

介護者への支援としてイギリスと同じように用意される手段を挙げるならば、アセスメントの

権利をはじめレスパイトケア、介護者サポートグループなどである。このうちアセスメントはも

とよリレスパイトケアに要する資金は、介護保険財政から拠出される。他方、介護者を対象にす

るカウンセリングや介護技術の無料講習は、イギリスと異なって介護保険を通して政府の法的な

責任の一環である。特に認知症もしくは精神疾患の要介護者の世話に当たる介護者は、追加的な

在宅ケアサービスに関する法律によってカウンセリングなどの追加的なサービスを体系的に受け

ることが出来る。2002年 1月以降に利用可能な措置である。これは、とりわけ認知症の高齢者を

看る介護者を念頭に置いた措置である。

サービスを受ける介護者は、支援の実際的な展開に即すならば他の国々と同じようにけつして

多いとはいえない。専門家と定期的に話し合う機会を持つ介護者は、比率をもって示すならば僅

かに1桁台である (7%、 2002年、以下同じ)。 電話による定期的なカウンセリングは、これも

同じように1桁台である (4%)。 カウンセリングを時折受ける介護者になると、2桁台とやや多

い (19%)。 私的な自助グループに顔を出す介護者は少ない (2%)。 専門家のカウンセリングを

受けることの可能な介護者グループに定期的に出席する介護者は、これに較べると僅かに多い

(3%)。 これらを総合するならばカウンセリングを定期的に受ける介護者は、およそ7人に1人

である (16%)。 同じくこれらのサービスを時折受ける介護者は、 3人中 1人をやや上まわる

(37%)10。

サービスの受給率は、移民に属する介護者について一段と低い。サービスが、移民の文化的か

つ宗教的なニーズはもとより言語の障害を考慮して設計されてはいないことの結果である。これ

は、介護者と対面しながらサービスを届ける給付主体の問題であるに止まらない。この国の調査

研究が、長い問抱えてきた限界の現れである。すなわち、介護者を含む移民とそのニーズに関す

る調査研究が、この国の看護科学や老年学の研究分野において長らく等閑視されてきたからであ

る。移民の第一言語による案内や助言なしには、どのようなサービスが用意されようともその存

在について知ることはもとより、その利用も覚束ない。移民に属する介護者は、サービスを前に

してその利用にたじろぎさえみせる。英語を第一言語にしない介護者への政策的な対応に反省を
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加え改善に乗り出したイギリスの経験に照らすならば、克服されるに値する課題である。

介護者は、少なくとも12ケ月の介護を経ることを条件に年間4週までの体暇を取得することが

できる。介護者が休暇を取得する期間は、介護者の無償のサービスに代わつて有償のサービスが

給付される。これを担保する費用として1,688ユーロが、介護保険から支給される0。

介護と職業生活の両立を促す法的な定めは、最近まで存在しなかった。労働時間の弾力化は、

かかる両立に向けた方策のひとつとしてよく知られる。しかし、これは労働協約による方策のひ

とつである。パートタイムに関する法律は、労働時間の個別的な短縮の申請を労働者に初めて認

める (2001年 )。 しかし、雇い主は、内部的な事由をもとにこの請求を斥けることが法的に可能

である。フルタイマーのパートタイム請求権の行使は、このためにオランダやフランスなどと異

なってごく限られる。

要介護者の自宅において少なくとも週14時間以上の介護を担い、このために不就業の状態にあ

るか、もしくは週30時間未満の就業状態に置かれる介護者は、介護の水準や期間に応じて法定年

金制度の保険料を支払わないことが可能である。これは、介護者の無権利状態への転落を意味し

ない。介護保険制度を管理する機関が介護者に代わつて保険料を支払う。これによつて介護者の

老齢年金の権利は担保される。直接には、所得水準の低下に着目する措置である。介護者の担う

無償の労働が、その経済的な価値を正当に認められていることの証左でもある。経済的な価値を

認定する例は、これに止まらない。現役の労働者と同じように労働災害保険の対象であることも、

その一例である。要介護者の世話に当たりながら失業手当の給付を受ける者は、失業の認定に際

してその旨を明示するならば、仕事に就く意思を有すると判断される981。 失業手当の資格は、デ

ンマークと同じように介護者に認められる。イギリスの失業手当がその名称を求職者給付 Oob

Seekers A1lowance,JSA)に 変更したように、失業手当は、働く意思と能力を持つことはもとよ

り、求職活動をおこなうことを要件にすることが一般的である。ドイツの政策的な対応は、介護者

と失業手当との関係に照らす限り、介護者の状態に周到なまでの配慮を示す新しい試みである。

介護者は、介護費用が可処分所得の一定割合を超えるならば、税務当局への本人からの申告を

条件に所得税の還付を受けることもできる。介護者の経済的な事情を積極的に考慮する現われの

ひとつである。

フランスにおいては、家族介護者 (les aidants familiaux)の 表記が一般的である。障害者の諸

権利と機会ならびに参加の平等性と市民権のための2005年 2月 11日法 (Loi du ll“vrier 2005

pour l'6galit6 des droits et des chances,la participation et la citoyennet6 des personnes

handicap6es,以下障害者に関する2005年法と略称)は、この表記を用いる291。 家族介護者の団体

も、その名称 (Association des Aidants Familiaux、 2003年 12月 創設)から伺い知ることができ

るように、この表記を掲げる。全国家族団体連合会 (UniOn Nationale des Associations
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Familiales,UNAF)は もとより、フランス民主労働同盟 (Conf6d6ration Francaise

D6mocratique du Travail,CFDT)な どの労働組合も、この表記を用いる。

家族介護者の表記は、有償のサービスを担う介護職員を示す用語 (les aidants professiomels)

と対比して使用され、在宅介護者 (les aidants a domicile)あ るいは無償の介護者 (les aidants

non professionnels)と 同じ意味のもとに用いられる。このうち在宅介護者や無償の介護者を使

用する例は少なく、家族介護者の用語例がはるかに多い。

以下においては、特に断りのない限り介護者と表記する。これは、フランスにおいて広く用い

られる家族介護者を意味する。

介護者に関する調査は、1980年代後半以降におこなわれる。しかし、これらは、いずれも特定

の地域を対象にする規模の小さな調査である。ドーバー海峡を隔てた隣国のイギリスにおいては、

全国統計局力電5年に全国規模の調査を行い、3年後の88年にその結果を公表する。そうした経験

は、フランスに少なくともこれまでのところ存在しない。生活・労働諸条件の改善のためのヨー

ロッパ財団 (Fondation de Europ6erlne pour l'Am61ioration des Conditions de Ⅵe et de Travail,

FUACVT)に 93年提出された研究報告書『高齢者の家族介護』においてさえ「フランスにおけ

る介護者の特徴とその状態は、アイルランドやイギリスと違つて全く知られていない」のであっ

て「私たちは、介護者の規模と比率について知らない」1301と率直に認める。介護者に関する全国

規模の調査の遅れは、今日まで克服されずに尾を引く問題である。

介護者は、首相府で2006年に開かれた第10回家族政策会議に提出の文書によれ|お0万7,000人

(2005年 12月 )を数える1311。 しかし、この計数は、一定水準以上の要介護度を抱えながら地域に

暮らす高齢者に関する調査結果を拠り所にするのであって、介護者調査から直接に導かれたそれ

ではない。しかも、計数の拠り所に照らして明らかなように高齢者の世話に当たる介護者に絞つ

ての計数である。そこに障害者はもとより障害児を看る介護者は、含まれない。介護者と表現を

する場合には、高齢者に止まらず障害者や障害児ならびに慢性疾患の病人の世話に当たる人々を

広く含むことは、フランスにおいても一般に認められる。先の計数は、こうした事情を考慮に入

れるならば介護者の規模を明らかに過少に評価している、といわなければならない。

介護者は、全国家族団体連合会力氾006年におこなった推計に拠れlル 13万5,000人を数える。こ

れは、第10回家族政策会議に示された計数の7倍を超す計数である。高齢者の世話に当たる人々

はもとより障害者や障害児などの介護者も含む計数である。

介護者は、要介護者の家族はもとより隣人や友人から構成される。性別には女性を主力にする

(66%)1321。 介護サービスの80%以上は、介護者が担う1331。 高齢者介護に絞っていえばその85%は、

介護者が担うという指摘もある1341。

ドイツが社会保険の国ならば、フランスは家族政策の国として良く知られる。ヨーロッパ諸国
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の中でもその長い伝統を誇る国として知られる。介護者への支援は、こうした伝統を持つならば

家族政策の不可欠な一環に位置付けられてきたと考えてもよさそうである。しかし、この国の家

族政策は、政府も2006年 5月 に反省をまじえてようやく認めるように長らく児童を対象にしてい

る。家族政策が、19世紀後半以降における少子化とその深刻化を直接の契機に形成され発展して

きたからに他ならない。高齢化の進展に伴う要介護者の増加とこれを地域において支える介護者

への支援は、このために長らく政策として具体化されてこなかったのである。高齢化の進展は

徐々に進行してきたことを念頭に置くならば、関係する政策が提案されなかったと想定するわけ

にいかない。提案は現におこなわれている。介護者への支援 (1'aide aux aidants familiaux)に 関

する政策の提言は、1970年代末葉から90年代初頭のおよそ10年に絞っても4つを数える。いずれ

も政府の諮間に応えた提言や国民議会の委員会報告などである0う。介護者の支援に関する問題関

心は、この限りにおいて政策当局に存在しなかったわけではない。しかし、これらの提言は、そ

の後に法制度として具体化されないまま葬り去られる。問題への関心は、この結果に照らすなら

ば希薄の感を免れない。

地域における法制度の経験は、確かに存在する。高齢者の世話に当たる家族のための手当は、

幾つかのごく限られた県において制度化される。しかし、手当の適用条件は至って厳格である。

たとえばパリ市に隣接するオート・セーヌ県 (Hauts―de―Seine)に おいては、世話に当たる家族

が 1万5,000フ ラン以上の課税を受けていないことをはじめ、世話を受ける高齢者の月収が8,000

フラン (夫婦の場合 1万6,000フ ラン)を超えないこと、同じく高齢者の年齢が74歳を超えない

ことなどを要件にする。しかも、高齢者とその介護者は、県内のいずれかの地域に少なくとも3

年の居住実績を示さなければならない。手当は、月額1,000フ ランである (91年 )00。 この金額は、

老齢最低年金 (年額 3万6,055フ ラン)の 33。3%、 老齢退職者の受給する年金平均額 (月 額6,562

フラン、いずれも91年 )の 15.2%に相当する130。

介護者への支援は、専門研究者も認めるように20世紀の末葉においても「非常に限られる」1381。

家族政策の伝統は、児童の見守りを必要にする両親のための体暇 (le cong6 de pr6sence

parentale)と して具体化される。この権利は、その傍らに親の存在を必要にする児童の両親を

対象に、休暇もしくは労働時間の個別的な短縮を認める制度である09。 権利の取得に当たって勤

続の要件はない。休暇などの期間は最長4ヶ 月である。12ヶ月を上限に2回の更新が認められる。

この権利は、介護休暇と名付けられていないとはいえ、制度化の目的に照らすならば両親による

児童の介護をそのうちに含むといってよい。

障害者に関する2005年法は、フランスの法律としては初めて家族介護者の表記を用いた上で、

障害児もしくは障害者の世話に当たる介護者への支援の必要性を認め情報の提供と相互援助グル

ープおよびう1練などについて定める1401。
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これらの権利や法令は、その名称と内容から容易に伺い知ることができるように要介護高齢者

の世話に当たる介護者を視野に収めていない。介護を同じように担うとはいっても、対象は、児

童と障害者を看る介護者に限定される。少子化の進展を契機に体系化され、高齢者とその増加に

僅かな考慮しか払ってこなかったこの国の家族政策は、その歴史的な特徴をこれらの権利や法令

にも投影させているのである。

立ち入った再検討は、第10回家族政策会議において加えられるo家族政策会議は、ちなみに首

相と関係閣僚をはじめ家族団体や経営者団体と労働組合の代表および専門研究者などが、事前の

調査による報告に基づきながら家族政策の指針の策定を目的に毎年開催される。この会議に提出

された首相府の文書は、イギリスをはじめとする7カ 国 (ドイツ、アイルランド、スウェーデン、

ニユージーランド、オーストラリア、カナダ)における介護者支援の展開を視野に収めるとき、

フランスではそうした政策上の発想に乏しかったと率直な反省を加えた上で、全ての介護者を視

野に収めた文字通り体系的な支援策について提案する。

家族政策会議は、介護者の役割を公式に承認しなければならないと述べた上で、介護者の健康

状態の改善と精神的な支えの提供をはじめ介護者グループの形成と介護者センターの開設、休息

権 (drOit au r∞ it)、 すなわち、アングロサクソン諸国においてレスパイトケアとして知られる

権利の制度化、仕事を持つ介護者のための有給休暇の拡充、介護者に独自の老齢退職権の制度化、

介護者の諸権利と介護の方法などに関する情報の提供、訓練機会の提供、介護者手帳の発行、無

償の介護経験に関する証明書の発行と再就業の支援、これらについて提案をする1411。 このうち証

明書の発行は、介護の実体験を公的に証明するならば介護の職業資格の取得を容易にし、これを

契機に再就業に益するのではないかとの考えを拠り所にする。

これらの提案のうち休息権と介護者手当を含む6項目は、介護者に関する調査研究を長年にわ

たって手がけた専門研究者が、1993年に世に問うた政策提言1421を発展的に継承したものであり、

他の項目は、家族政策会議が新たに加えた内容である。また、休息権は、幾つかの県において既

に制度化されており、今回の提案は、これの全国的な拡充を念頭に措く内容である。これらの提

案は、既に公表されているように2006年秋以降に法制化が予定され、介護者によるサービスなど

の利用が、早ければ翌2007年 1月 から直ちに可能である。先に触れた両親のための休暇は、家族

支援休暇 (cong6 du soutien familiJ)と その名称を変えた上で、その対象を高齢者などの世話に

当たる介護者にも広げ、2007年 1月 から適用される。介護者の普遍的な権利としての再構成であ

る。家族政策の視野は、児童とその介護者に止まることなく高齢者とその介護者にも正当に広げ

られるのである。

介護者の支援は、体系的な政策としてようやく歩みだすのである。この国の家族政策は、2006

年における第10回家族政策会議の提言を画期として新しい装いを整え始めるのである。その内容
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に照らすとき、イギリスには具体化されていない支援策も確認される。

4.フ ィンランド、スウェ…デンとデンマーク

介護者の存在を北欧諸国についても指摘するならば、これをやや疑間視するむきは少なくない。

なんとなればこれらの国々は、G.エスピン 0ア ンデルセンによつて普遍主義の原理と社会権の

脱商品化が新中間階級にまでその効果を及ぼしていると分析さE1431、 この指摘は、今日まで広い

支持を得ているからに他ならない。そこで目指されるのは市場からの解放であり、また伝統的な

家族からの解放でもある。コーポラテイズム的な補完モデルとは対照的に、家族の介護能力が限

界に達したときに介入するのではない。あらかじめ家族が抱え込むコストを社会化するところに、

特徴がある。G.エスピン・アンデルセンの分析をこのように理解するならば、北欧諸国に介護

者など存在しないのではないかと考えても、あながち絵空事のようには見えない。

北欧諸国の全ての市民は、ライフサイクルのそれぞれの段階に相応しい介護サービスを他のサ

ービスと全く同じように受ける権利を持つことから、家族はもとより近親者の介護を担う法的な

義務は課されていない。これをスウェーデンに即していえば、社会サービスに関する1980年法

(Soci」 services act of 1980)は 、公的なサービスの権利を高齢者に認め、ライフサイクルの全て

の段階における援助について約束する。94年には、身体障害者の諸権利が拡充される。障害者に

関する改革の結果である。これによつて障害者は、社会サービス法ならびに身体障害者の支援と

サービスに関する93年法 (Support and service for persons宙th certain inctional impairements

of 1993)に沿って援助を受けることができる。施設におけるサービスを受ける高齢者と障害者

はもとより、在宅サービスを受ける要介護者もその年齢階層を聞わず増加する。法制度の改定の

結果である。週当たりのサービス提供時間も至って長い。

しかし、介護者が存在し続けることはもとより、介護者は、高齢者や障害者に向けられるサー

ビスの相当割合を担う1441。 介護者を直接の対象にする支援策が取られることも、その例証である。

アメリカなどの自由主義的福祉国家と異なるのは、G.エスピン・アンデルセンも指摘するよ

うに家族の介護能力が限界に達したときに介入するのではなく、あらかじめ家族が抱え込む費用

を社会化することにある。介護者の存在とこれを対象にする支援策は、この指摘となんら矛盾し

ない。この議論を引き合いに出すことによって介護者の存在を否定しようとするならば、それは、

北欧諸国の理解を誤るに止まらず、G。 エスピン・アンデルセンの議論を正確に理解していない

ことにも通じかねない。

介護者に関する包括的な調査は、フインランドに存在しない。しかし、この国の介護者団体

(Association of Care Gi宙 ng Relations and Friends,ACGRF、 会員7,300人以上、58の地域組織、

2005年)に よれ|お0万人以上の介護者を数える1451。 人々は、法律に従えば障害者をはじめ慢性疾
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患の人々や高齢者に無償の介護を提供する義務を課せられてはいない。しかし、少なくない人々

が無償の介護を担う。介護者の性別構成に関する政府統計は存在しない。しかし、介護者の多く

が女性であることは、良く知られる。介護者の4人中3人 (75%)は女性であり、他の4人中 1

人 (25%)が男性であるとの指摘もある (2002年 )1461。 年齢階層別には65歳以上の高齢者が最も

多く (39%)、 ついで40歳以上64歳以下 (31%)と 18歳以上39歳以下 (30%)で ある。介護者の

半数以上は、その年齢階層から推察されるように老齢退職者である (55%)。 他の生産年齢人口

に属する介護者は、多い順にフルタイム (18%)を はじめ失業 (8%)お よびパートタイム

(6%)の状態にある (残りの12%は不明)。 労働市場との関わりを持つ介護者は、してみると3

人に1人である (32%)。 要介護者への在宅サービスの拡充が、介護者の就業を可能にする。

介護者への支援のための財源は、1982年 に初めて手当てがなされると共に、その後継続的に措

置される。

介護者は、月当たり2日 に限つて介護から離れることができる。自治体は、この2日 間につい

て介護者に代わつて要介護者に必要なサービスを提供する責務を負う。2002年に具体化された権

利である。国際的にレスパイトケアとして知られるサービスの義務付けに裏打ちされた介護者の

権利である。同時に、 lヶ月に2日 という優れて具体的なレスパイトケアの保障は、イギリスや

アメリカはもとよリドイツやフランスにも見ることのできない画期的な制度である。

自治体は、介護者をその職員として雇い入れることも制度上可能である1471。 介護者は、これに

よってサービスを提供しながら労働者としての社会的な地位を得て、社会保障などの諸権利を手

にすることができる。無償の労働が有償労働としての扱いを受け、これによって介護者はもとよ

り要介護者も安んじてサービスの関係を取り結ぶのである。介護者が、サービスの提供に起因す

る身体などの損傷に遭遇する場合には、自治体による補償を受ける。ドイツの社会保険制度によ

る保障と同じ趣旨の扱いである9仕事を持つ介護者は、10年の勤続を条件に1年間の体暇を取得

して介護に多くの時間を当てることもできる。これもイギリスなどの諸国にはない制度である。

在宅介護手当 (Home Care Auowance,HcA)は 、身体能力の低下をはじめ障害や疾病あるい

はこれらに類似の問題を抱える人を自宅において世話をする介護者に給付される。この手当は、

現金給付として支給されることの他に、もっばら現物給付もしくは現金給付と現物給付の組み合

わせの形態を以って給付される。介護者に3つの選択肢が用意されるのである。その最低額は、

月額229。 29ユーロである (2004年、300ユーロ、2005年 )。 幾つかの自治体においては、その身体

的な状態などに照らして介護施設への入所を必要にする要介護者を自宅において看る介護者に対

して、月額850ユーロから1,200ユーロを在宅介護手当として支給する。実際に支給される手当の

平均額は、こうした事情もあって先の最低額を上まわる。この手当は、金額のいかんに関わりな

く全て非課税の扱いである。
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介護者の老齢年金に関する定めも、1993年 7月以降に実施に移される。介護者は、自治体との

契約を拠り所に最低額を受け取ることができる。この額は、老齢年金の算定に当たつて考慮に入

れられる1481。 介護者としての無償の労働が、有償労働に類似する扱いを受ける別の例である。

社会問題保健省 (Ministry Of Soci」 Ahirs and Health,MSAH)は、介護者への支援策に関す

る新しい提案をおこなう (2004年 )。 それは16の項目におよび、一部は法律の改定を伴う1491。 提

案の主な項目を示すならば、労働時間の短縮や在宅勤務および介護休暇の拡充などから構成され

る仕事と介護との両立の促進、介護者手当と要介護者へのサービスの拡充、介護者の余暇活動な

どの拡充、在宅介護に要する費用の税額控除制度の導入、在宅介護に伴う住宅の改造や機器の購

入費用の助成、介護者への情報の提供と自助グループの形成、介護者支援政策の実施と評価を所

管する委員会の自治体レベルにおける設立、これらである。介護者に認められる権利の拡充が、

予定される。

スウェーデンにおける要介護高齢者と障害者の介護は公的な責任に属することから、優れて包

括的な社会サービスが用意され、家族による介護を要件とする法的な定めは、経済的な扶養に関

するそれと同じく存在しない。しかし、少なくない家族が無償の介護を何等かの形で担い、高齢

者もこのサービスを好むことが次第に知られるようになる1501。 介護は、無償のサービスなしには

多くの場合に機能しないことが、1990年代の少なくない調査を通して明らかになる。

介護者に関する調査は対象者の少ない例はともかく、全国規模の代表的なそれは、イギリスや

アメリカあるいはオーストラリアと異なってこれまでのところ存在しない。介護者の存在を問接

的に示す調査結果に頼らざるを得ない。地域サービスを受けながら暮らす75歳以上の高齢者のう

ち、もっぱら無償の介護による者は、94年から2000年にかけて増加する (59%、 66%)。 無償の

介護とホームヘルプサービスの双方を支えに生活を営む高齢者も、同じ期間に増加する (13%、

16%)。 結果としてホームヘルプサービスの利用のみを以って地域に暮らす高齢者は、減少する

(28%、 18%)1511。 これは、介護者の提供する無償のサービスの絶対的かつ相対的な増加として現

れる。ホームヘルプサービスは、94年から2000年にかけて年間3,600万時間から2,800万時間に減

少するのに対して、介護者の提供するサービスは、同じ期間に8,600万時間から8,900万時間へと

増加する。後者の占める比率は、自ずと上昇を記録する。58。1%から68.5%へ の上昇である。家

族による無償のサービスは、イギリスやアメリカなどに較べるならば明らかに低い比率に止まる。

とはいえ、その増加が、90年代中葉以降にホームヘルプサービスの減少と対をなして進むのである。

介護者の性別構成は、スウェーデンにおいても女性に傾斜する。高齢者の夫や息子が介護を担

う例は少なくないとはいえ、主力は依然として高齢者の妻や娘である。

1998年は、介護者への支援にとつて里程標ともいうべき年である。社会サービスに関する82年

法 (Social services act of 1982)が 改正され、「自治体は、自宅に暮らす高齢者もしくは障害者の
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世話に当たる家族を支援しなければならない」1521とする文言が新たに加えられる。99年から2001

年にかけての3年を計画期間にするアクションプランは、この改正を直接の契機に策定され実施

に移される。このアクションプランには、高齢者などの自宅を利用するレスパイトケアをはじめ

介護者へのカウンセリングと介護方法などに関する助言、介護者支援グループと交流機会の提供、

これらの拠点としての機能を担う介護者センターの設立、介護者への休日と余暇活動の提供、健

康診断、介護者の確認方法とそのニーズに関する職員への教育機会の整備などが含まれる1531。 介

護者は、その年齢階層のいかんに関わらずこれらのサービスを利用することができる。

これらの施策は、2002年以降にも継続される。政府は、誰もが人生のある時期に社会サービス

による援助を必要にすることから、自治体が社会サービス法に則つて高齢者と障害者はもとより

アルコールや薬物依存症の人々、児童および介護者などに対して特別の責任を負う、と公式文書

において述べる1541。 この文書において約束される介護者への支援は、先のアクションプランに盛

り込まれたそれであり、その拡充である。

介護休暇に関する1989年法 (Care leave act of 1989)は 、終末期にある家族の世話に当たるこ

とを目的に最長60日 間の体暇を65歳未満の労働者に認める。休暇中の所得は補償される。

介護者は、付き添い手当 (Attendance Auowance)を 受け取ることができる。その手当は、要

介護者に支給され、その世話に当たる介護者への支払いとして通常用いられる。非課税の手当で

ある。給付の適格性は、要介護度と介護サービスの時間を元に判定される。多くの自治体は、週

17時間を超す介護の場合に給付の適格性を持つと定める。およそ5,500人がこの手当を受給する

(2003年 )。

介護者手当もある。これは、介護者手当 (Carers A1lowarlce)と 呼ばれるとはいえイギリスに

おける同名の手当とはその性格を異にする。介護者は、フインランドの場合と全く同じように自

治体に雇われて介護サービスを担う。してみるとこの手当は、自治体が介護者に支払う賃金に他

ならない。介護者の労働は、自治体に雇われるホームヘルパーと同じ評価を与えられる。これは、

手当の額として具体的に示される。イギリスの介護者手当が、自治体との労働契約を要件にする

ことなしに支給されることを考えるならば、スウェーデンにおける介護者手当の独自の性格は明

らかである。すなわち、労働の対価としての手当とその支払いである。この手当は、賃金と同じ

ように課税の対象である。およそ2,000人がこの手当を受給する (2003年 )。

デンマークにおいては、政府が高齢者や障害者に対して優れて重要な役割を担う。誰もが社会

サービスによる介護ニーズヘの対応を求める権利を持つことから、無償の介護は例外的な存在で

あることが、所与の前提とされる。サービスは、要介護者の家族関係を考慮に入れることなしに、

それとは独立して給付される。この国の介護者に関する情報の乏しさが指摘されて久しい事情1551

も、普遍的な福祉国家ならではのことである。しかし、家族や隣人あるいは友人が要介護者の日
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常生活上の援助にかなりの程度巻き込まれていることは、広く知られる。高齢者に限っていえば

およそ32万人が、家族や隣人あるいは友人からの援助を受ける1561。 90年代後半におこなわれた調

査結果の一部である。

介護者は、要介護高齢者の娘であることが多い。次いでその配偶者や息子である。介護者の性

別構成は、ここから推測されるように女性を主力にする。就業状態を女性の介護者についていえ

ば、その多くは就業者である。これについで年金生活者が多い。失業者も一部含まれる。男性の

介護者になると、就業者の比率が相対的に低下し、これに代わつて年金生活者の割合が上昇する。

失業者が一部に含まれることは、性別を問わず男性にもみられる。介護に費やす時間は、イギリ

スを含む西欧諸国やアメリカあるいはオーストラリアの国々に較べるならば、概して短い。これ

は、包括的な在宅サービスの産物である。要介護者に対するサービスの社会化とその進展が、確

たる相違をもたらすのである。しかし、これは、介護者が介護の負担を感じ取ることなく、ある

いは、仕事との軋礫に心を砕いていないということではない。介護者への支援策が、他の北欧諸

国と同じように採用されるわけもここにある。

自治体は、介護者にレスパイトケアの機会を提供しなければならない。日中や夜間あるいは一

日24時間のサービスが提供され、介護者は、これを支えに介護から離れ休息の機会を得ることが

できる。

自宅における介護を希望する者は、この役割を担うために自治体によつて雇われることが可能

である。これには、いくつかの要件が課せられる。まず、要介護者の状態からしてフルタイマー

の労働時間に相当する介護サービスの時間を要すること、もしくは、介護施設に入居するならば

日当たり24時間の介護を要することである。全ての関係者が、介護者と自治体との労働契約の締

結に同意すると共に、その契約内容にも了解の意を示すことである。介護者が、なんらかの血縁

関係にある高齢者や障害者の世話に当たることに対して自治体が反対しないことも、要件のひと

つである。これは、フィンランドやスウェーデンにおいても導入されているように、介護者によ

る無償の労働を自治体との労働契約の締結を通して有償の労働として扱う制度である。アメリカ

やオーストラリアはもとよリイギリスなどの西欧諸国にも存在しない北欧諸国に独自の制度であ

る。

介護者は、介護手当 (Care A1lowance)を 請求することができる150。 1990年代末葉までに殆ど

すべての自治体が、この制度をととのえる。自治体は、医師が病院における治療効果の限界につ

いて認め、終末期にある要介護者の自宅における介護を勧める場合に限つて、介護手当を給付す

る。要介護者が、介護計画に同意することも給付要件のひとつである。

要介護者への接し方の模索や将来に関する不安はもとより介護者自らの身体的かつ精神的な悩

みは、国や時代を問わず普遍的な経験である。介護者を対象にするカウンセリングや助言のサー
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ビスは、デンマークにも確認される。介護者の自助グループが存在し活動を重ねることも、他の

北欧諸国はもとよリイギリスやアメリカなどの国々とも同じ経験である。介護者が国境を越えて

共有する状態に対する普遍的な対応の諸手段である。

おわりに

介護者への支援は、イギリスに止まらず北欧諸国を含む各国において展開される。本稿におい

て述べ確かめたことは、これである。
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